

































































が始まることになる。この占領期間は、この 9月 2 日から1952年（昭和27）
4 月28日のサンフランシスコ講和条約（日本国との平和条約）が発効し、日
本が主権を回復するまでの約 7年に及ぶことになった。







































































　 2 月 4 日から12日までの 9 日間で作成された帝国憲法改正の総司令部案
は、 2月13日、吉田外務大臣、松本国務大臣に提示されることになる。その
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後、 3 月 4 日、松本国務大臣が総司令部案を基礎にして作成した「 3 月 2
日」案を総司令部へ持参、徹夜の折衝により、 3月 6 日、「憲法改正草案要
綱」を発表。 6月20日、第90帝国議会開会し、憲法改正議論が始まる。その
後、議会での修正過程を経て、最終的に、11月 3 日「日本国憲法」公布、





































































































































































































































































































































































































































































































































































































（51）『憲法関係答弁例集　内閣法制局執務資料』 4 ─ 5 頁（信山社、2017）
（52）例えば、以下の文献を参照。篠原敏雄『市民法学の輪郭　「市民的徳」と「人権」
22
の法哲学』（勁草書房、2016）、篠原『市民法学の可能性─自由の実現と、ヘーゲル、
マルクス─』（勁草書房、2003）、篠原『市民法学の基礎理論─理論法学の軌跡─』
（勁草書房、1995）
（53）百地章『憲法と日本の再生』12─13頁参照（成文堂、2009）
（54）西・前掲注（21）178頁参照
（55）長尾一紘『外国人の選挙権　ドイツの経験・日本の課題』161頁（中央大学出版
部、2014）
（56）長尾・前掲注（55）165頁。同様の見解として、例えば、百地章「国家論の再構築
に向けて─試論─」憲法学会設立五十周年記念論文集編集委員会編『憲法における普
遍性と固有性　憲法学会五十周年記念論文集』73─94頁参照（成文堂、2010）
（57）西修『日本国憲法を考える』72─73頁（文春新書、1999）
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